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2004; 読売新聞， 2009) 。
それでは、日本社会において、どのような階層に所属する人が特に不公正感を強めるのであろうか。
この間いに対して、いくつかの社会学的理論が示されてきた。自己利益正当化仮説(宮野， 1998; 
Umino, 1998) が、人は不利益な状況を不公正とみなすと仮定する一方で、啓蒙効果仮説(木村， 1998) 
や情報量仮説(間淵， 1996b) は、高学歴者や高い地位の職業に就く人ほど不公正感を強めると予測す
る。しかしこれまで、いずれかの仮説を支持する一貫した結果は得られていない。
















覚は自己価値や自尊心に対する脅威であるが (Tyler et al., 1997/2000) 、これは自我関与度の高いミク
ロ水準の不公正知覚において特に強いで、あろう。それゆえ、不公正是正行動が不公正に伴う不快感情に
よって動機付けられるならば (Adams， 1965) 、社会変革に向けた抗議行動はミクロ不公正感の強い人
の間で特に強いと予想される。また、ミクロ公正感に伴う強い自我脅威は、心身の健康にも悪影響を及
ぼす可能性がある (Dalbert， 1999) 。このように、ミクロ水準の公正感に注目することで、公正感の要
因とその結果が明確に示されることが期待できる。
自己利益正当化仮説(宮野， 1998; U mino, 1998) は、公正感が個人の社会的な利益状態に依存して決
まると仮定するが、社会心理学的公正理論は心理学的要因も重要であると主張する。公正関心の自己利
益モデル (Adams， 1965; Thibaut & Walker, 1975) では、人々は自分が有利な扱いを受けている状態を












に、反動的に社会の公正さ知覚を強めると予測するものである(Jost & Banaji, 1994) 。この議論に基づ
くならば、強い自我脅威を伴うミクロ公正判断において、低階層者は公正感を強めるはずで、ある。さら
に、不快な感情は、認知的で、合理的な判断に先だって、状況に対する直観的な不公正判断をもたらすこ




第 3 章 ミクロ公正感因果モデル
本論文の目的は、第1章と第2章の議論を踏まえて公正感の要因と影響について心理学的観点から明ら
かにすることである。この目的を達成するために、我々は、社会的不平等と公正感の関連性に関するミ





































































る必要があるが、社会的場面においてそれらの正確な情報を手に入れるのは困難である (Van den Bos 












2009年、 2010年、 2011年に計 3 回実施した。各調査の対象地域は全国から選抜され、それぞれの市区町
村の住民基本台帳または選挙人名簿から無作為抽出された対象者に対し、調査票を郵送したO 有効回答




















第 6 章 公正感の要因に関する実証的研究 1 :自己利益正当化仮説をめぐって

















よって調整されるという予測を検証した。 Adams (1965) の衡平理論 (equity theory) によると、分配
結果に対する公正判断には、自己の結果と投入の割合を他者のそれと比較する過程が不可欠であるが、








第 7 章公正感の要因に関する実証的研究2: 公正関心の多様性に基づく検討











おいて自らが望む地位を得ることが不当に制限された経験が多く(佐藤， 2008; 鈴木， 2008; 橘木;
2006) 、それゆえ、機会の不平等知覚が強いであろう。さらに、資本主義経済に基づいて成り立つ現代
日本社会においては、社会経済的地位からその人の社会的価値が判断されやすいから、我が国の低階層








本章の目的は、ミクロ公正感因果モデルの第 2 セクション(公正感とその心理学的要因)と第 3 セク
ション(公正感の影響)の関連性を検証することである。社会的不平等の拡大により、日本の低階層者


































要因と影響を明らかにすることであった。我々は、 2009年----2011年に実施した 3 回の社会調査(第 4 章)
に基づいてこのモデルの妥当性を検証した。第 5 章において多元的公正感の特徴を分析したところ、
人々はミクロ公正感とマクロ公正感を区別して判断することが確認された。誰が、なぜ不公正感を強め
るのかを検証した研究 1 と 2 (第 6 章)では、低階層者ほどミクロ不公正感が強いが、このような関係
は不平等に対して不快感情を抱きやすい人(不公正感受性の強い人)の間で顕著であることが見出され









































































すいことが予測されている。論者は2009年、 2010年、 2011年の 3 回にわたって大規模な社会調査を行い
(回答者総数3，097名)、基本的にはこのモデルが妥当であることを証明した。理論的には、低階層者で
あっても境遇が自分の資格に相応しいものであれば不公正感を抱かないと考えられるが、本論文の一連
の研究結果は、現実にはそうではなく、低階層者の多くは、利益の偏った分配、機会の不均衡、人間性
の軽視といった不当な扱いを社会から受けていると感じ、それが彼らの不公正感を強めていることを明
らかにした。
本論文は、社会科学において論争点のひとつであった社会階層と公正感の関係について理論的にも実
証的にも説得力のある新しい見解を提示したもので、斯学の発展に寄与するものであることは疑いない。
よって、本論文の提出者は博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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